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人
口
は
、ま
ち
の
活
力
の
バ
ロ
メ

ー
タ
ー
と
言
わ
れ
て
い
ま
す
。

　

人
口
減
少
が
深
刻
化
す
る
と
税

収
減
に
よ
る
行
政
サ
ー
ビ
ス
の
低

下
、地
域
公
共
交
通
の
縮
小
、空
き
家

の
増
加
、地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ー
の

機
能
低
下
、担
い
手
不
足
や
雇
用
機

会
の
減
少
に
よ
る
経
済
活
動
の
低
迷
、

社
会
保
障
費
な
ど
の
負
担
増
加
も
考

え
な
け
れ
ば
な
ら
な
く
な
り
ま
す
。

　

本
市
で
は
、こ
の
よ
う
な
現
象
を
少

し
で
も
食
い
止
め
よ
う
と
、平
成
23
年

度
か
ら
移
住
定
住
・
子
育
て
制
度
の
充

実
に
取
り
組
ん
で
き
ま
し
た
。

　

こ
れ
ま
で
に
制
度
を
活
用
し
て
移

住
さ
れ
た
方
は
令
和
２
年
度
末
時
点

で
３
０
７
世
帯
８
８
２
人
、そ
の
７

割
以
上
の
方
が
現
在
も
定
住
さ
れ
て

い
ま
す
。

　

移
住
定
住
に
よ
る
市
の
財
政
面
の

効
果
を
簡
易
的
に
試
算
す
る
と
、普
通

交
付
税
、市
民
税
、固
定
資
産
税
な
ど

の
増
収
分
に
よ
り
累
計
約
７
億
８
千

万
円
の
効
果
が
生
じ
て
い
る
ほ
か
、市

内
で
の
消
費
が
増
え
る
こ
と
か
ら
累

計
15
億
円
以
上
の
経
済
効
果
が
生
じ

て
い
る
と
推
計
さ
れ
ま
す
。

　

ま
た
、移
住
世
帯
の
出
生
数
は
非

常
に
多
く
、平
成
23
年
以
降
の
移
住

世
帯
に
お
い
て
出
生
や
婚
姻
に
よ
り

３
０
０
人
増
加
し
て
い
ま
す
。厚
生

労
働
省
の「
人
口
動
態
保
健
所
・
市
区

町
村
別
統
計
」に
お
け
る
平
成
20
～

24
年
の
数
値
と
平
成
25
～
29
年
の
数

値
を
比
較
す
る
と
、合
計
特
殊
出
生

率
が
１.

18
か
ら
１.

35
に
増
加
し
て

い
る
こ
と
に
加
え
、国
立
社
会
保
障
・

人
口
問
題
研
究
所
が
公
表
し
て
い
る

推
計
よ
り
も
子
ど
も
数
・
女
性
数
と

も
に
増
加
し
て
い
る
こ
と
か
ら
、移

住
定
住
策
の
効
果
が
数
値
に
も
表
れ

て
い
ま
す
。

   
住
み
た
い
ま
ち
を
目
指
し
て

住
み
た
い
ま
ち
を
目
指
し
て　

住
み
慣
れ
た
と
こ
ろ
か
ら
見
知
ら

ぬ
ま
ち
に
移
り
住
む
こ
と
は
大
き
な

決
断
が
必
要
で
す
。新
た
な
生
活
を

始
め
ら
れ
る
方
が
安
心
し
て
暮
ら
し

て
い
た
だ
け
る
よ
う
、市
で
は
ワ
ン

ス
ト
ッ
プ
窓
口
を
設
け
、移
住
を
希

望
さ
れ
る
方
に
寄
り
添
っ
て
身
近
な

相
談
に
応
じ
て
い
ま
す
。

　

移
住
定
住
情
報
サ
イ
ト「
み
か
さ

ぐ
ら
し
」で
は
、求
人
情
報
や
住
宅
情

報
、支
援
制
度
な
ど
暮
ら
し
に
役
立

つ
情
報
を
掲
載
し
て
い
ま
す
。ま
た

「
み
か
さ
ぐ
ら
し
チ
ャ
ン
ネ
ル
」で
は

地
域
お
こ
し
協
力
隊
が
移
住
者
視
点

で
田
舎
暮
ら
し
の
楽
し
み
方
を
動
画

で
発
信
し
て
い
ま
す
。

　

オ
ン
ラ
イ
ン
で
の
移
住
相
談
も
実

施
し
て
お
り
、「
相
談
窓
口
」の
ペ
ー

ジ
か
ら
フ
ォ
ー
ム
に
入
力
す
る
だ
け

で
申
し
込
み
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す

の
で
、遠
方
の
方
で
も
気
軽
に
移
住

相
談
が
可
能
で
す
。

　

お
知
り
合
い

が
移
住
を
お
考

え
の
と
き
な
ど
に
は
、

ぜ
ひ
ご
紹
介
く
だ
さ
い
。

　
三
笠
市
の
移
住
定
住
策
の
効
果

　

オ
ン
ラ
イ
ン
で
も
移
住
定
住
を
Ｐ
Ｒ

み
か
さ
ぐ
ら
し

み
か
さ
ぐ
ら
し

移
住
相
談
フ
ォ
ー
ム

移
住
相
談
フ
ォ
ー
ム

　民間出版社発行の雑誌に掲載されている「住みたい田舎ベ

ストランキング」北海道エリア総合ランキングでは、三笠市が

5年連続5位以内にランクインしており、移住者に人気の北海

道の中でも、特に注目度が高いまちとして選ば

れています。

　
　

　
移
住
希
望
者
を
ご
紹
介
く
だ
さ
い

【問合先】
企画調整課
定住対策係
☎②3182
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移住定住・子育て支援制度の内容
▶▶ 住まい

制　度 内　容

若者移住定住促進家賃助成

転入者や市内で婚姻された方に賃貸住宅（市営住宅を除く）の家賃の一部を商品
券で助成します。
▶単身世帯／最大月2万円分を商品券で36カ月助成
▶夫婦いずれかが40歳未満の世帯／最大月3万円分を商品券で60カ月助成（助成
期間内に新たに子を扶養した場合は、その子が中学校を卒業する月まで）
▶中学生までの子を扶養する世帯／最大月3万円の商品券でその子が中学校を
卒業する月まで助成

住宅建設等費用助成

住宅の新築や分譲住宅、中古住宅の購入費用の一部を助成します（最大で新築
150万円、中古50万円助成）。
また、親・子・孫の三世代が同居・近居するために住宅を取得した場合には、助成額
に応じて20％の加算があります。

住まいのリフォーム助成 住宅のリフォーム費用の一部を助成します（最大で50万円助成）。

結婚新生活支援事業
夫婦ともに39歳以下で、世帯の所得が400万円未満の新婚世帯の方に、結婚に伴
う住宅賃借費用や引越費用を助成します。

▶▶ 出産・子育て
制　度 内　容

子どもの医療費助成
子育て世帯の経済的負担を少なくするため、18歳以下の子どもの医療費に対す
る負担額を商品券で助成します。

不妊治療費助成

子どもを授かりにくい夫婦が取り組む不妊治療に対し、経済的負担を軽減します。
▶一般不妊治療／自己負担額の1/2（1回5万円上限3回まで）
▶特定不妊治療／北海道の助成額を控除した自己負担額を助成（採卵を伴う場合
は限度額15万円、採卵を伴わない場合は限度額7万5千円）

妊婦安心出産サポート事業
妊婦健康診査や出産に係る交通費の一部を商品券で助成します（妊婦一般健康診
査14回、出産1回の計15回分上限。1回あたり1,000円分の商品券を支給）。

乳児紙おむつ購入費用助成 満1歳を迎える前月まで月6,500円分の紙おむつ引換券を交付します。
保育料、保育所・認定こども園
副食費助成

保育所使用料および保育所・認定こども園副食費を商品券で助成します。

ブックスタート事業 4カ月健診にあわせて絵本2冊と読み聞かせアドバイス集を交付します。
小学校給食費助成 小学校の給食費を商品券で助成します。
インフルエンザ予防接種費用
助成

18歳以下の子どものインフルエンザワクチン接種費用を助成します。

▶▶ 教育
制　度 内　容

スポーツ環境充実事業
吹奏楽演奏者招致事業

プロの指導者を派遣します。
▶少年野球／株式会社ファイターズ スポーツ＆エンターテイメント（小学生）
▶少年サッカー／北海道コンサドーレ札幌（小学生）
▶吹奏楽／札幌交響楽団（三笠小学校・三笠中学校）

学力向上未来塾
学習習慣の定着と学力の向上を目指し、教員OBや私塾経営者などを講師とする
放課後学習を実施します。

親子英語教室 外国人や外国語指導助手などを講師とする親子で参加できる英語教室を実施します。
▶▶ その他

制　度 内　容

三笠食の魅力宅配事業
移住者の方に食の魅力を知っていただくため、三笠産農産品とレシピを配送しま
す。世帯員のいずれかが18歳以上40歳未満の単身世帯または小学生以下の子を
扶養する世帯が対象です。

移住定住促進空き家活用事業
市内の空き家を市がリフォームし、移住者に貸し出します。現在改修工事中で、来
年春頃入居可能となる予定です。

UIJターン新規就業支援事業
東京圏から移住した場合で、北海道のマッチングサイトに掲載された企業などに就
業、もしくは起業した場合に移住支援金を助成します（単身60万円、世帯100万円）。

遠距離通勤助成
札幌市などに遠距離通勤されている方に、通勤費用の一部を商品券で助成します

（最大で月10,000円助成）。
シングルマザー安心サポート
事業

高等職業訓練促進給付金を受給して資格取得を目指すシングルマザーの方に、就
学準備金、通学費、引越代や家賃を助成します。

※令和3年度現在の制度内容です。
※各制度には要件がありますので詳し
　くは、お問い合わせください。


